
民間企業の施設

オフィスビル、ホテル、

店舗、 病院 等

地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業

CO2削減ポテンシャル診断推進事業

木材利用による業容施設の断熱性能効果検証事業

省エネ型中・大型浄化槽システム導入推進事業

水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業

木質バイオマス資源の持続的活用による再生可能エネルギー導入計画策定事業

脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業

廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用による低炭素社会システム整備推進事業

廃棄物処理事業におけるエネルギー利活用・低炭素化対策支援事業

地方公共団体実行計画を核とした地域の低炭素化基盤整備事業

物流分野におけるCO2削減対策促進事業

公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業

先進環境対応トラック・バス導入加速事業

L2-Tech（先導的低炭素技術）導入拡大推進事業

グリーンボンドや地域の資金を活用した低炭素化推進事業のうち
地域低炭素化推進事業体設置モデル事業

業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）化・省CO2促進事業

公共施設等先進的CO2排出削減対策モデル事業

設備の高効率化改修支援事業

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業

地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業

庁舎、病院、市民センター、

山林 等

自治体の所有施設

その他（普及啓発含む）
（自治体、地域センター等）

地域コミュニュティ活用、
地方公共団体と連携、地域
新電力支援、人材派遣 等

省・蓄エネルギー設備・改修

蓄電池、空調、LED照明、

熱源（ボイラー）、

データセンター 等

再生可能エネルギー
太陽光、バイオマス、

小水力、風力、地中熱、

温泉熱 等

未利用エネルギー

廃熱、湧水・下水熱、
廃棄物由来エネルギー 等

どんな事業

運輸部門

L2-Tech
（先導的低炭素技術）
エネルギー効率が高く、
CO2削減に最大の効果
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-
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19-3

37

-
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公共交通機関

鉄道、バス 等

施策番号
誰が、どこに 何を

公共交通機関、トラック・
バス、物流 等

※ 青字は自治体に限定

風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業（委託事業） 70

環境省 再エネ加速化・最大化促進プログラム2018年版 個別施策索引(主体、場所、目的別)
エネルギー対策特別会計における補助・委託等事業を全て掲載しておりません。詳細は「平成30年度エネルギー対策特別会計における補助・委託等事業(パンフレット)」を参照ください。

主体、場所、目的に応じて事業をご紹介しております。



民間企業者

家電販売事業者、

優良事業者 等

省エネ家電等
（クールチョイス関係）

低炭素製品（５星）等

への買換促進等

再生可能エネルギー等

太陽光、バイオマス、
小水力、風力、
地中熱、温泉熱
廃棄物由来エネ 等

病院、市民センター、山林等

民間企業の所有施設

リサイクル高度設備
L2-Tech製品、CNF・CLT
蓄電池 等

省・蓄エネ

その他
バリューチェーン、法令関
係、グリーンボンド発効支
援 等

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)化等による住宅における低炭素化促進事業

賃貸住宅における省CO2促進モデル事業

海外等でのCO2削減事業

クレジット、イノベーショ
ン、二国間クレジット 等

民間企業
（公共交通機関）

トラック、船舶輸送 等

運輸部門
海上、

陸上輸送

誰が、どこに 何を
どんな事業

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく普及啓発推進事業

先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業

省エネ家電等COOL CHOICE推進事業

低炭素型廃棄物処理支援事業

代替燃料活用による船舶からのCO2排出削減対策モデル事業

省CO2型リサイクル等高度化設備導入促進事業

低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業

低炭素型浮体式洋上風力発電低コスト化・普及促進事業

グリーンボンドや地域の資金を活用した低炭素化推進事業のうち
グリーンボンド発効促進体制整備支援事業

地域低炭素投資促進ファンド事業

環境金融の拡大に向けた利子補給事業

エコリース促進事業

ﾊﾟﾘ協定達成に向けた企業のﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ全体での削減取組推進事業

途上国向け低炭素技術イノベーション創出事業

二国間クレジット制度（JCM)資金支援事業

我が国循環産業の戦略的国際展開による海外でのCO2削減支援事業

住宅建築・改修者
戸建住宅、分譲集合住宅、
賃貸集合住宅 等
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環境省 再エネ加速化・最大化促進プログラム2018年版 個別施策索引(主体、場所、目的別)
主体、場所、目的に応じて事業をご紹介しております。

施策番号

-

-

-

-

-



民間企業者

優良事業者、

大学 等

クールチョイス
普及啓発

「クールビズ」

「ウォームビズ」の推進 等水素ステーション、再エネ

設備 等

民間企業の所有施設

その他
環境マネジメントシステム、
システム改修、評価・検証、
ナッジ、ブロックチェーン、
情報発信 等

海外等でのCO2削減事業
クレジット、イノベーショ
ン、二国間クレジット 等

CNF、CCS推進事業

セルロースナノファイバー、
二酸化炭素回収・貯留

CO2削減対策技術開発

31

誰が、どこに 何を どんな事業

セルロースナノファイバー（CNF）等の次世代素材活用推進事業

未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業

低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業

環境に配慮した再生可能エネルギー導入のための情報整備事業

地球温暖化対策の推進・国民運動「COOL CHOICE」推進・普及啓発事業

地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業

再エネ等を活用した水素社会推進事業

省CO2型リサイクル等設備技術実証事業

低炭素ライフスタイル構築に向けた診断促進事業

CCSによるカーボンマイナス社会推進事業

二酸化炭素の資源化を通じた炭素循環社会モデル構築促進事業

熱を活用した次世代型蓄エネルギー技術実用化推進事業

大規模潜在エネルギー源を活用した低炭素技術実用化推進事業

空調負荷低減を実現する革新的快適新素材創出事業

アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業

二国間クレジット制度（JCM）基盤整備事業

エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業

地球温暖化対策・施策等に関する情報発信事業

カーボンプライシング導入可能性調査事業 -

71

60

19-1

67

24

-

-

26

-

-

-

64

-

23

-

30

モデル・制度構築

低炭素都市モデル、

カーボンプライシング 等

GaN、スマートテキスタイル、

潮流、バイナリー、熱活用、

CCU 等

再生可能エネルギー 等

水素サプライチェーン、

再エネ情報整備 等

環境省 再エネ加速化・最大化促進プログラム2018年版 個別施策索引(主体、場所、目的別)
主体、場所、目的に応じて事業をご紹介しております。

施策番号

-


